研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青南病院　　　職　種　事務　　　　　　　　　　　　　氏　名　清水　靖子

	期　　間　　平成２０年　７月　８日　～　平成２０年　　７月　　９日

	出張目的　甲種防火管理者講習会

	出 張 先　八戸プラザホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


考察

　防火設備の維持・管理にあたり、甲種防火管理者講習に参加したが、一番重要なのは「自分のところは自分で守る」という自主防火管理だということである。大きな被害を出さないためにも、建物を使用する人たちが協力しあい、一丸となって火災の発生を防ぐと共に、万一火災が発生してしまった場合でも早期に発見し通報する、初期消火や避難活動を行って、被害の拡大を防止するよう努力することが必要になってくる。そのために、防火管理者は避難訓練だけでなく、火災の恐ろしさを職員に意識つけることが重要である。

　また、講習で過去事例を検討したが、防火設備の維持・管理も重要なことだと実感した。日頃ほとんど使用することのない防火設備だが、点検せずに放置しておくと、火災時に作動しないということがあり、大惨事をまねいてしまう原因となってしまう。もし何かあった時のために、常に防火設備の日常点検が必要になってくる。

要旨

1：防火管理の意義と制度の概要

防火対象物：建築物をはじめ車両や船舶、その他の工作物、山林など、その中に収容されているすべてのもの、つまり火災予防の対象となる全てのものを言う。

防火管理が義務づけられている防火対象物は「多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する防火対象物で法令で定められているもの」

特定防火対象物：劇場や病院など火災が発生した場合に人命に及ぼす危険性が高い施設等

非特定防火対象物：学校などの特定の人が集まる施設等

管理権原者：防火対象物の所有者や賃貸人

（1）管理責任

（2）防火管理者選任⇒選任届を出す

（3）防火管理業務の監督責任

防火管理者：消防法第8条第1項に基づき、管理権原者によって選任される防火管理の責任者

2：火気管理と収容人数の適正管理

　火気使用設備器具に関する規制

　　消防法第9条により、かまど、風呂場、その他火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある設備は、その位置・構造・管理に関し、必要な事項は「消防法施行令第5条及び第5条の2」「対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取り扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令」に定める基準に従い市町条例でこれを定めている。

　火気使用設備・器具ごとの日常の安全管理

・火を使用する設備

1 設備周囲の安全環境を維持する。

2 設備の構造を維持する。⇒破損箇所を見つけても「まだ使える」と安易に考えて修理をしないということは極めて危険。

3 設備周辺は、設備を破損するおそれのある物件や可燃物が倒れたり、落下しないように注意する。

4 設備に応じた適正な燃料を使用すること。

5 燃料の性質によって異常燃焼を生じるおそれのある設備については、使用中は監視人を置くか、又は異常燃焼防止のための安全装置を設置するなどの措置を講じておく。

　火気を防止するため防火管理者の重要な業務の一つに「火気使用取扱いの監督」がある。防火管理者は、火気の使用取り扱いの監督にあたっては、条例に定める火気使用設備器具の管理の基準や火の使用の制限等を守らせるとともに、防火担当責任者や火元責任者に対し適切な指示監督を行わなくてはならない。

防火物品

　旅館や病院など、特に人命危険の高い特定防火対象物や高層建築物等では、出火延焼防止の観点から、カーテン、カーペット等には用意に着火せず、たとえ着火しても燃え広がらないように防炎性能を有した物品を使用するよう、消防法第8条の3によって義務づけられている。

定員管理と避難管理

～病院、社会復帰施設等～

（1） 入院患者・入所者等の収容管理

1 重症患者、老人、乳幼児など自力で避難することが困難な者は、できるだけ低い階に収容する。

2 より重要度の高い患者等は、同一階においても、ナースステーションや避難口の近くに収容する。

3 やむを得ず自力避難が困難な患者等を高い階に収容する場合は、非常時に職員がどのような方法、避難経路によって救出するか事前に定めておくなど特別に配慮する。

（2） 入院患者、入所者等の把握

1 入・退院のチェックを励行し、患者等の数・氏名等を病棟又は施設ごとに常に把握するとともに、介護者や見舞客の出入りについても把握するよう努める。

2 管理日誌、外出許可証等によって長期療養を必要とする入院患者等の外出・外泊を確認する。

（3） 入院患者、入所者等の避難区分

1 入院患者等を病状、障害の程度等に応じて、自力避難できない者、介添え等により避難可能な者、自力避難が可能な者に事前に区分し、病室の入り口やベッド等に避難区分を明確に表示する。

2 各病棟及び施設の責任者（婦長、院長等）は、常に避難区分を把握し、看護師、介護者、一般職員等に周知徹底する。

（4） 避難施設の案内

1 入院・入所時に、重症者を除く歩行可能な患者等に対して、非常口扉の開放を確認させるなど具体的な避難方法を教示しておく。

2 病室等の見やすい位置に、病室等から屋外へ通じる避難経路（二方向異常の避難経路）を明示した避難経路図を掲出する。

　　

3：火災の基礎知識

燃焼が起こるためには、可燃物（燃えるもの）、酸素（空気など）、熱源（点火エネルギー）が欠かせない。⇒燃焼の三要素

消火の種類

（1） 冷却消火法：熱源から熱を奪って、燃焼物を発火点以下に下げる方法。

（2） 窒息消火法：燃焼の三要素である酸素の供給を絶つ方法。

（3） 除去消火法：まだ燃焼を始めていない可燃物を燃焼している部分から切り離し、「防御線」を作ることで延焼を防ぐ方法。

（4） 希釈消火法：可燃性ガスの濃度や可燃物の組成を燃焼限界以下に薄める方法。

（5） その他の消火法：燃焼は分子が酸素と結合して起こる酸化反応によるものであることから、ハロゲン化物などその反応を抑制する物質を用いて燃焼を断ち切る方法。

煙の危険性

　煙は横方向（毎秒0.3～0.8ｍ）より、縦方向（毎秒3～5秒）のほうが、数倍も早い速度で煙は拡散していく。

4：施設・設備の維持管理

（1）消火設備

・　消火器（粉末消火器･強化液消火器･泡消火器･二酸化炭素消火器・ハロゲン消火器）

· 屋内消火栓設備（1号消火栓・2号消火栓・易操作性1号消火栓）

· スプリンクラー設備（放水型スプリンクラーヘッド・閉鎖型スプリンクラーへッド･開放型スプリンクラーヘッド等）

（2）警報設備

· 自動火災報知設備（熱感知器・煙感知器・炎感知器等）

· 非常警報設備（非常ベル・非常放送設備等）

（3）避難設備

· 避難器具（すべり台・救助袋・緩降機・避難はしご・避難ロープ・避難用タラップ・すべり棒等）

· 各階に適応する避難器具

· 誘導灯・誘導標識

（4）消防用水・消火活動上必要な施設

· 消防用水（防火水槽・防水層・貯水槽・貯水池・プール）

· 排煙設備

· 連結散水設備

· 連結送水管

· 非常コンセント設備

· 無線通信補助設備

防火・避難施設の種類と役割

（1） 防火施設（防火区画・防火設備「防火戸」「防火ｼｬｯﾀｰ」・防火ダンパー等種類）

（2） 避難施設（避難通路・避難口・階段・直通階段・特別避難階段・排煙設備・バルコニー・非常用進入口・非常用エレベーター等を使用する）

点検体制の確立の必要性

1） 点検の種類→定期点検･日常点検

点検の結果は消防法施行規則によって、特別防火対象物については1年に1回、非特定防火対象物については3年に1回、消防長又は消防所長あてに報告する事が義務付けられている。

2） 日常点検の要因→消火設備・警報設備・避難設備･消防用水・消火活動上必要な施設などの点検を実施する）

5：消防の諸届出制度

　「防火管理者選任（解任）届出書」の書き方注意

1 日付は届出をする日

2 宛先は「八戸消防署長」とする。

3 届出者には法人の住所・氏名（名称及び代表者氏名）・押印

4 所在地には住所記載

5 名称には法人名記載

6 用途は「病院」　令別表第16項

7 収容人数は消防署に問い合わせて確認する

6：危険物の安全管理

　消防法では、消防法第２条第7項に危険物の定義が規定されている。具体的には消防法別表第１に掲げる物品で、一定の危険性状を有するものが「危険物」と定められている。

　

　例：第4類　2第1石油類　非水溶性：ガソリン　指定数量200Ｌ

7：地震対策

地震による災害

（1） 火災

（2） 建物の倒壊等

（3） 山崩れ等

（4） 津波

（5） パニック

8：防火管理の進め方と消防計画

　　　　　　　　　日常の火災予防を図る組織：火元責任者を置き、責任体制を明確にする

防火管理者

　　　　　　　　　定期に点検・検査を実施する組織

消防計画　　→消防計画とは管理権原者の指示を受け防火管理者が作成

　　　　　　→防火管理者に選任後直ちに作成

　　　　　　→防火対象物の用途・構造･規模・設備･営業又は操業の形態等を十分に踏まえてその実態に即し他計画を作成する事が必要

消防計画：防火管理制度の趣旨や過去の事例から得た教訓を踏まえて、基本的な原則に則った上で組織的に一体となって業務を推進する基本原則

9：自衛消防

自衛消防：訓練（消防法第8条では、一定規模以上の事業所の管理について権限を有する者は防火管理者を選任し、消防計画を作成させ、この計画に基づき消火、通報及び避難訓練を実施しなければならない火災発見→通報・連絡（事業所内への連絡含む）→初期消火→避難誘導→安全防御措置→消防対への引継ぎ

10：火災事例に学ぶ防火管理

　・消費者金融放火火災→普段から消防用設備に設置状況の把握、維持管理、消防訓練の実施等、防火管理の重要性について認識するとともに、安全対策を徹底する必要があった。
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